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研究成果の概要（和文）：近年、地域内外の多様な関係者がかかわり、地域資源を利用した観光まちづくりが進
められている。本研究は、観光にかかわる多様な関係者の合意形成や規律・調整を図るしくみを観光ガバナンス
と捉え、国内外の先行研究を整理した上で、その定義を示した。そして、北海道標津町の体験観光を事例に、観
光ガバナンスの構築プロセスを解明した。さらに、多様な地域外関係者の地域へのかかわりを捉える類型化モデ
ルを提案した。このモデルを北海道釧路市の長期滞在事業に適用し、地域側がかかわりをデザインできることを
明らかにした。

研究成果の概要（英文）：Recently, a diverse range of stakeholders, who are utilizing local 
resources, have become involved in tourism-based community development.  After a comprehensive 
review of studies in Japan and abroad, this study defines tourism governance as a mechanism for 
consensus building and regulatory alignment among various stakeholders engaged in tourism.  
Subsequently, we clarified the process of constructing tourism governance through a case study of 
experience-based tourism in Shibetsu, Hokkaido.  Moreover, this research proposed a typological 
model that captures the characteristics of engagement by outsiders.  By applying this to the case of
 long-stay projects in Kushiro, Hokkaido, it was shown that this model can frame engagements with 
outsiders.

研究分野：観光学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は国内外の観光ガバナンスに関する先行研究を網羅的に整理し、観光ガバナンスの定義を試みた国内で最
初の研究である。その上で、観光ガバナンスの議論の背景に、地域内関係者の多様化と地域外関係者のかかわり
の多様化という2つの方向を見出すことができた。他方で、近年は社会的流動性が高まり、地域外からの来訪者
がまちづくりにかかわる機会が増えている。その中で、地域側が多様な地域外関係者の特性を捉え、それに応じ
たまちづくりを実践するための類型化モデルを本研究で提示できた意義は大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1) 人口減少や基幹産業の衰退などの問題に直面する地域では、地域再生に向けて「観光まちづ
くり」に取り組むことが多い。2000 年代に入って各地で普及した観光まちづくりでは、観光振
興を「マネジメント」することが強調されてきた（西村編 2009）。しかし、実際の地域資源利用
や地域運営には、価値観や考え方の異なる多様な関係者が複雑にかかわっている。そのため、関
係者間の合意形成やルール・秩序の形成、つまり「ガバナンス」が必要となる。このように、一
定の制度やルールに従って観光まちづくりを進めるマネジメントの議論だけでは限界があるに
もかかわらず、国内において観光ガバナンスを論じた研究はほとんどない。また、国外において
も観光ガバナンスの定義を試み、観光まちづくりの評価や実践に応用した研究は見られない。 
 
(2) 本研究グループでは、2014～2016 年度の科研費研究「資源マネジメントのための地域ガバ
ナンスと観光ガバナンスの融合可能性の研究」において、観光ガバナンスの意義や概念整理をあ
る程度完了しており、次のステップに入る段階と考えている。今後、「マネジメントからガバナ
ンスへ」と志向を発展させ、観光ガバナンスを観光まちづくりの評価や実践、さらに理論化につ
なげていくためには、さらに踏み込んだ研究を進めていく必要がある。 
 
２．研究の目的 
(1) 観光まちづくりで利用される地域資源の多くは、日常生活や生業ですでに利用されている。
そこで、地域資源の生活利用と観光利用のバランス、さらには過度な資源利用を抑制するための
保全と利用の調整について、各地の事例分析から共通するメカニズムを明らかにする。 
 
(2) 観光に関心のない地域関係者が意図せず観光にかかわることで、観光まちづくりの阻害要
因や地域内での対立が生じることもある。そこで、各地の事例分析から、地域内外の多様な関係
者がかかわるための観光ガバナンスの構築に向けて、共通するプロセスを解明する。 
 
(3) 観光ガバナンスの構築によって、観光まちづくりによる地域再生がどのように促進できる
か考察する。特に、地域社会の自律や地域住民の誇り・愛着の醸成、持続可能な地域社会の実現
の可能性など、ガバナンスの構築が示唆する幅広い効果の評価を試みる。 
 
(4) 上記(1)から(3)の検討を通して、観光ガバナンスの理論化を試み、観光関係者が広く共有で
き、観光まちづくりに応用可能な観光ガバナンス論を確立する。 
 
３．研究の方法 
(1) 2014～2016 年度の科研費研究「資源マネジメントのための地域ガバナンスと観光ガバナン
スの融合可能性の研究」の成果を引き継ぎ、国内外で観光ガバナンスがどのように理解されてい
るのか把握した。「観光ガバナンス（tourism governance）」に関する国内外の先行研究を分析し、
その定義や用法の傾向、観光まちづくりを考察するために応用できる視点を整理した。 
 
(2) 研究者それぞれがかかわっている調査対象地（北海道標津町、北海道ニセコ地域、鹿児島県
奄美地域）でフィールドワークを実施し、地域内外の多様な関係者の地域へかかわりや資源利用
の実態を把握した。また、北海道釧路市を新たな調査対象地に加え、長期滞在事業について調査
した。これらを通じて得た知見をもとにモデルを提案した。 
 
(3) 研究者それぞれが得た知見を議論、共有するために、平成 29年度に 4回、平成 30年度に 4
回、令和元年度に 2 回の共同研究会を開催した。なお、専門的な知見をいただくため、平成 29
年度は阪南大学の和泉大樹准教授、平成 30年度は京都文教大学の森正美教授、片山明久准教授
を招聘した。それ以外に、公益財団法人日本交通公社上席主任研究員の菅野正洋氏、守屋邦彦氏
と観光ガバナンスやデスティネーション・ガバナンスに関する意見交換の機会を設けた。 
 
４．研究成果 
(1) CiNiiと J-STAGE、EBSCO Hostの 3つのデータベースを用いて、国内外の観光ガバナンス
の先行研究を精査した。2017 年末までに刊行された「観光ガバナンス／tourism governance」を
キーワードとする論文を検索した結果、計 198件抽出できた。最も古い論文は Greenwood（1993）
で、観光にかかる政策形成や実施における政府と業界団体の関係性をガバナンスと捉え、多元主
義など 3つの形態が見られることを指摘した。ただし、本文中に tourism governanceという用語
は見られない。tourism governanceが最初に登場するのは Leung（2003）であるが、観光ガバナン
スについての明確な説明はなく、児童買春の脅威を統制し、解消するための観光の倫理や秩序を
指して tourism governanceと呼んだ。 
 観光ガバナンスをキーワードとする論文は、2009 年頃から増加傾向にある（図-1）。しかし、
その多くが観光ガバナンスの内容を明確にしていないか、自明のものとして捉えている。その中
で、Bramwell（2010）は観光地のガバナンスを「観光地に影響を与える政策決定がなされたり、
権力が行使されたりする際の一連の制度やルール、プロセスの手続きや性質を含むもの」と説明
した。また、Hensel et al.（2013）は Beritelli et al.（2007）を援用しながら、「すべての機関や個



人を関与させることによって、政策やビ
ジネス戦略のためのルールとしくみを設
定し、開発するもの」を観光地ガバナン
スと定義した。また、Amore and Hall
（2016）も Beritelli et al.（2007）を援用
し、ほぼ同様の定義を示している。 
 先行研究のレビューを通して、多岐に
わたるテーマの中で観光ガバナンスが言
及されていることが明らかとなった。そ
の特徴や傾向を分析すると、まず地理的
スケールから見た研究が見られた。これ
は国家レベル、地域社会レベル、持続可
能性の理念や規範といった国家や地域を
越えたレベルに分けられる。特に、地域社会レベルの議論では「tourism destination governance」
や「regional tourism governance」といった用語も見られ、観光ガバナンス研究の中では件数が比
較的多い。他に、観光企業組織やバリューチェーンに焦点を当てたコーポレート・ガバナンスか
ら見た研究、ガバナンスの特徴による分類や発展段階の類型化を試みた研究、災害や危機管理と
いった通常とは異なる利害関係者間の関係性や対立を捉えた研究などが見られた。 
 
(2) 観光ガバナンスの先行研究をレビューした結果、それらに共通する特徴から観光まちづく
りを考察するために応用できる視点を次のようにまとめた。 
 第 1に、観光ガバナンスによる問題解決の複雑さへの対応である。持続可能性の追求や災害・
危機管理では、個別の利害を超えた統合的な調整や問題解決が求められる。観光地における問題
解決は当事者間の調整から統合的な調整に移行し、複雑化していることから、観光ガバナンスの
視点による解決を支援する研究が志向できる。 
 第 2に、従来の観光マネジメントの限界への対応である。観光とまちづくりの一体化に伴い、
観光産業の振興という目的志向の観光政策や計画が通用しなくなっている。そこで、従来の政策
や計画への新たな枠組みの構築や、モードや発展段階の類型化を考察した先行研究のように、
「統合や調整の枠組み」の構造的な変化を扱う概念として、観光ガバナンスが重要になっている。 
 以上の 2つの視点を必要とする背景に、第 3の視点として、ガバナンス志向による多様な関係
者の参加への対応がある。近年の観光まちづくりでは、観光の多様化で関係者が拡大しており、
多様な関係者の参加や社会的包摂の視点を持つガバナンスの議論が求められている。 
 以上を踏まえ、本研究では観光ガバナンスを「不確実性の高い移動を伴う来訪者も含めた、観
光にかかわる多様な関係者の意思決定や合意形成を促すとともに、その活動を規律・調整するた
めのしくみやプロセスとその考え方」と捉えることができた。 
 
(3) 上記の 3 つの視点を整理する過程で、観光にかかわる関係者は 2 つの方向に拡大している
ことを見出した。1つは「地域内での関係者の拡大」である。これまでは観光客に直接かかわる
関係者によって観光を進めていたが、地域住民や地域の基幹産業も観光にかかわるしくみが求
められている。もう 1つは「地域外からの来訪者も含めた関係者の拡大」である。社会的流動性
が高まり、地域外からの来訪者が増える一方、地域住民と来訪者を截然と区別することが難しく
なっている。そのため、来訪者もまちづくりにかかわるしくみが必要とされている。 
 そこで、まず地域内での関係者の拡大に関して、北海道標津町の体験観光を事例に地域内関係
者と地域資源の関係を分析した。酪農業と漁業を基幹産業とする標津町では、エコ・ツーリズム
協議会によって酪農体験やサケ荷揚げ見学、イクラづくり体験などの体験観光が展開されてい
る。ここで利用される資源は産業関係者が所有しているが、地域資源の観光利用にあたって、産
業面での持続的な利用を前提とすることが確認されていた。エコ・ツーリズム協議会には、地域
資源を産業利用する関係者も観光利用をめざす関係者も参加し、資源利用をめぐる関係者間で
の合意形成が図られている。これ
により、地域資源の行き過ぎた観
光利用にも歯止めがかけられ、地
域資源の保全と利用をめぐるルー
ルが共有されている。一方、ポー川
史跡自然公園などでカヌー体験や
自然散策などが行われているが、
これらで利用される資源はガイド
協会が直接利用しており、自由に
アクセスできる状態にある。 
 標津町の体験観光をめぐる地域
内関係者と資源の関係は、図-2 の
ように整理できる。地域資源を体
験観光で利用する場合、酪農業や
漁業の関係者を介することで資源
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の保全と利用の調整が図られている。一方、その他の資源はオープンアクセスの状態にあり、日
本遺産登録に向けた利用の動きもあるが、現状では資源の過剰利用は発生していない。 
 標津町は体験観光に取り組み始めてから 20年近く経ち、近年はやや活動の停滞傾向が見られ
る。他方で、エコ・ツーリズム協議会の外部では、漁業者の女性グループ「しべつ AMIE」や若
手酪農家からなる「標津ベコスケ」、若手漁師による「標津漁師会」が発足し、さまざまな活動
を展開している。今後、こうした意欲の高い地域関係者にも資源のかかわりを認めることで、エ
コ・ツーリズム協議会が持つガバナンスの効果を広めていく必要があることを指摘した。 
 
(4) 次に地域外からの来訪者も含めた関係者の拡大について、こうした地域外関係者は観光客
だけでなく、リピーターや長期滞在者、二地域居住者、移住者など多様である。そこで、地域外
関係者の捉え方やまちづくりへのかかわりを論じた先行研究をレビューした。その中で、快適な
生活を求めて移動する地域外関係者に着目すると、一時的な滞在である観光客と移住者の差は
必ずしも明確ではないという指摘が見られた（小原 2019）。また長友（2015）は、従来の移住が
経済的・宗教的・政治的な理由など送り出し側社会と受け入れ側社会のマクロな相互作用で捉え
られていたのに対し、現代の中間層の移住は、より個人の生き方に対する願望や理想が移住の意
思決定に影響を与えるようになっていると主張している。この主張は、仕事や政治的困難など伝
統的にあげられた理由ではなく、生活の質といった広い意味を求めて移住するグループのこと
を Benson（2009）が「ライフスタイル移住」と定義した点に関連づけられたものである。 
 そこで、観光客と移住者を連続的な存在と捉え、ライフスタイル移住者を住宅所有と住民登録
の観点から永住者、一時滞在者、セカンドホーム所有者、観光客に分類した Heute and Mantecón
（2012）を参考に取り上げた。後述する北海道釧路市の長期滞在事業の事例も、快適な生活を求
めて移動する地域外関係者を扱っているが、移動の動機の変化によって、地域外関係者の捉え方
も変えていく必要に迫られている。こうした地域外関係者の動機に着目した研究は小原（2019）
も行っている。しかし、本研究では観光客や移住者の側の動機ではなく、地域側が地域外関係者
の持つ動機を意識しながら、そのかかわり方をどのようにデザインするかというように、視点を
地域側に転じることがまちづくりに必要になってくることを強調した。 
 
(5) 地域側に視点を転じた場合、地域外関係者は多様で、さまざまな特性を持っているので、一
様に捉えることができない。また、地域へのかかわりにも濃淡があるので、地域外関係者の特性
に応じた検討が必要である、そこで、地域
外関係者の地域へのかかわりを捉えるた
め、「まちづくりへのかかわりの主体性の
観点」と「地域資源の観点」を X、Y の 2
軸として、その類型化を試みた。ここで、
X軸は地域活動に主体的にかかわることで
地域サービスを創出するか、あるいはサー
ビスを消費するかという軸である。また、
Y軸は地域外に持ち出せない、地域の基盤
となる資源へのかかわりを指し、資源の所
有や管理の権限を持っているかどうかと
いう軸である。以上によって、地域外関係
者を「顧客型」、「資源所有型」、「サービス
創出型」、「住民型」に分類した（図-3）。 
 まず、図-3左下の「顧客型」は、地域の
基盤となる資源や管理にかかわる権限を
持たず、地域活動・サービスの創出にもかかわらない地域外関係者である。「顧客型」の地域外
関係者として、地域に一時的に立ち寄り、サービスを消費するマスツーリストが想定される。ま
た、図-3左上の「資源所有型」は、地域の基盤となる資源や管理権限を所有しているが、地域活
動にはかかわらず、専らサービスを消費する地域外関係者である。不在地主や別荘所有者などが
「資源所有型」の地域外関係者としてあげられる。 
 一方、図-3右下の「サービス創出型」は、地域活動に主体的にかかわり、サービスを創出する
が、地域の基盤となる資源や管理権限を持たない地域外関係者である。「サービス創出型」は、
まちづくりにかかわる人びととして積極的に評価されることの多い地域外関係者であり、ボラ
ンティア・ツーリストなどがあげられる。最後に、図-3右上の「住民型」は、地域活動・サービ
スの創出にかかわり、地域の基盤となる資源や管理権限も所有する地域外関係者である。「住民
型」は移住者のように、地域住民とほぼ同等の性質を持った地域外関係者である。 
 そこで、北海道で最も長期滞在者数が多く、長期滞在事業を主要な行政施策と位置づけている
釧路市を事例に、図-3 のモデルを適用する。合わせて、地域外関係者のかかわりの変容を分析
し、地域側が地域外関係者のかかわりをどのようにデザインするか検討する。 
 
(6) 北海道釧路市では、2008年から市役所が長期滞在者の実態を把握し始め、2009年に「くし
ろ長期滞在ビジネス研究会」が設立され、民間企業と行政が連携して長期滞在者を受け入れるし
くみができあがっていった。2018年度の長期滞在者数は 899組、1,353人、延べ滞在日数は 20,333
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図-3 地域外関係者のかかわりの類型化モデル 



日で、1組あたり平均滞在日数は 22.6日であった。そこで、2018年 9月から 2019年 7月にかけ
て、市役所職員ならびに長期滞在者 7組 12名に聞き取り調査を実施した。聞き取り調査では、
長期滞在者への活動支援、長期滞在者の釧路での活動内容やその変化などについて尋ねた。 
 聞き取り調査の結果をもとに、長期滞在者の活動やその変化を図-3 のモデルに適用したとこ
ろ、「顧客型」、「資源所有型」として釧路にかかわり始めた長期滞在者が、ボランティア活動や
文化サークル活動、祭りなどの地域活動にかかわり、サービスの創出者に変容したことを明らか
にできた。また、長期滞在者の中から不動産などの基盤的資源を所有する者も現れ、「サービス
創出型」から「住民型」への変容も見られた。また、こうした変容を促進する要因として、市民
の温かい対応や市役所による地域活動へのかかわりの正当化の役割を確認できた。 
 釧路市の長期滞在事業の事例分析から、地域外関係者のかかわりの類型化モデルを用いるこ
とで、以下の点が明らかになった。第 1に、多様な地域外関係者の特性に応じたかかわりや変容
を把握できる。移住を促進する地域は多いが、単純に移住者の増加をめざすだけでなく、モデル
の各象限に位置づけられる地域外関係者それぞれの特性や役割を見出し、それぞれに応じたか
かわりを認めていくことも重要である。第 2に、地域外関係者のかかわりの変容プロセスにおけ
る「サービス創出型」の重要性である。地域外関係者は「顧客型」から「住民型」へ直接的に移
行するわけではないことが示されたが、まちづくりへのかかわりを促す際に、地域側がサービス
創出の機会をつくり出すことが重要である。第 3に、地域を離れる住民に対し、地域との関係を
完全に切り離すのではなく、「資源所有型」や「サービス創出型」として地域へのかかわりを残
す可能性を議論できる。このように、地域側が地域外関係者のまちづくりへのかかわりをつくり
出す上で、理論・実践両面から類型化モデルが有用であることが示された。 
 
(7) これまで論じてきた本研究の成果は、以下のようにまとめられる。 
・観光ガバナンスに関する国内外の先行研究を網羅的にレビューした結果、それらに共通する特
徴から、観光まちづくりを考察するために応用できる視点として、「問題解決の複雑さへの対
応」、「従来の観光マネジメントの限界への対応」、「多様な関係者の参加への対応」を提示でき
た。また、「不確実性の高い移動を伴う来訪者も含めた、観光にかかわる多様な関係者の意思
決定や合意形成を促すとともに、その活動を規律・調整するためのしくみやプロセスとその考
え方」という観光ガバナンスの定義を示すことができた。 
・観光ガバナンスの背景にある「多様な関係者の参加」といった時に、地域内での関係者の拡大
と地域外からの来訪者も含めた関係者の拡大の 2つの方向があることを明らかにできた。 
・北海道標津町の体験観光の事例を通して、地域資源の産業利用と観光利用のバランスや地域内
関係者の資源利用をめぐる合意形成のプロセスを解明できた。しかし、他地域の事例の整理が
できておらず、共通するメカニズムやプロセスの分析にはまだ至っていない。 
・多様でさまざまな特性を持つ地域外関係者の地域へのかかわりについて、「まちづくりへのか
かわりの主体性」と「地域資源」の 2つの観点から捉える「地域外関係者のかかわりの類型化
モデル」の提示できた。また、北海道釧路市の長期滞在事業の事例にこのモデルの適用を試み
た結果、長期滞在者のかかわりやその変容を捉えることができ、地域側が地域外関係者に応じ
たかかわりの機会を創出する必要性を指摘できた。 
 これらの研究成果を踏まえた上で、地域内外の多様な関係者がかかわるまちづくりの実践に
向け、どのように意思決定や合意形成を促し、規律・調整を図っていくかという観光ガバナンス
の構築に向けて、引き続き議論を展開していきたい。 
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